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Ⅰ 環境アクションプランの目的 
 

 

 

１．計画の目的と位置づけ 

⚫ 桑名・員弁地域では、自治体の垣根を越えて広域的に環境の取り組みを進めることを目指し、２市

２町において環境基本条例を制定し、桑名・員弁地域での環境に関する計画として桑名・員弁広域

環境基本計画を策定し、計画に基づき、桑名・員弁地域共通の取り組みや２市２町の取り組みを推

進してきました。 

⚫ 一方、地球規模での気候変動が進む中で、令和４年に地球温暖化対策推進法が改正され、国の 2050

年カーボンニュートラル宣言を始め、地球温暖化対策を従来以上に推進することが期待されます。 

⚫ 脱炭素化の推進、生物多様性の保全などの制度や仕組み、新たな技術革新などは日々進んでおり、

また、環境を取り巻く社会情勢や住民・事業者との関係等については、地域それぞれで異なりま

す。 

⚫ 本アクションプランは、２市２町がこれまでより自由度高く、様々な環境施策を実施できるよう

に、２市２町で目指す「桑名・員弁広域環境基本計画」の実現を目指しながらも、それぞれの市町

の判断で自らプランを見直し、改善できるように、位置づけたものです。 

■本計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

桑
名
・
員
弁
地
域 

地球温暖化対策推進法（平成 10 年➔令和 4 年改正） 

改正地球温暖化対策推進法（令

和４年） 

根拠法・根拠条例 法定計画 

（平成 30 年）※最新

国 

※令和４年改正では、➀パリ協定・2050 年カーボンニュ

ートラル宣言等を踏まえた基本理念の新設、➁地域の

脱炭素化促進を推進するための計画・認定制度の創設、

③企業の総排出量情報のデジタル化、オープンデータ

化の推進等を新たに位置づけ。 

国 地球温暖化対策計画 

県 
県 三重県地球温暖化対策総合計画 

第５次 環境基本計画 

（平成 30 年）※最新改定 

三重県環境基本計画 

（令和 2 年）※最新改定 

桑名市環境基本条例 桑名・員弁広域環境基本計画（令和５年改定版） 

■検討経緯 

平成 13 年度 広域環境基本計画 

平成 22 年度 広域環境基本計画（改定版） 

平成 25 年度 広域環境基本計画（見直し） 

令和 5 年度 広域環境基本計画 

   ※地球温暖化対策推進計画と統合 

いなべ市環境基本条例 

木曽岬町環境基本条例 

東員町環境基本条例 

環境 

アクションプラン 

桑名市 

環境 

アクション 

プラン 

いなべ市 

環境 

アクション 

プラン 

木曽岬町 

環境 

アクション 

プラン 

東員町 

環境 

アクション 

プラン 

環境基本法 

（平成 5 年） 

三重県環境基本条例 

（平成 7 年） 

桑名・員弁地域地球温暖化対策 

実行計画（区域施策編） 

※広域環境基本計画に内包するこ

とで地球温暖化対策の実効性を
高める 

※本計画の４つの基本方針の 

１つに位置づけ 
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２．計画の概要 

（１）計画の目的 

①計画の期間 

⚫ アクションプランの根拠となる「桑名・員弁広域環境基本計画」（以降、広域環境基本計画）の計

画期間は令和６年度から 15 年度までの 10 年間であり、概ね５年間での見直しを行う予定です。 

⚫ 本アクションプランは概ね５年後を見据えながらも、２市２町及び２市２町の環境審議会の判断

において適宜改定できるものとします。 

⚫ なお、本アクションプランは地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を内包しており、地球温暖化

対策実行計画（区域施策編）としての目標年度は 2030 年度とします。 
 

②計画区域 
 

区分 対象とする内容 

計画全体 桑名・員弁地域全域（桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町） 

アクションプラン 東員町全域 
 

③計画の対象範囲 

⚫ 広域環境基本計画が対象とする環境の範囲は、下表のとおりです。 
 

区分 対象とする内容 

地球 地球温暖化、再生可能エネルギー、省エネルギーなど 

ごみ・資源 家庭系ごみ、事業系ごみ、リサイクル、廃棄物処理など 

自然 動植物、生態系、森林、農地、水辺、公園・緑地など 

生活 大気、水質、土壌、騒音、振動、臭い、日照、地盤沈下、不法投棄など 

⚫ 地球温暖化対策推進法に示される温室効果ガスのうち、本計画では、温室効果ガス排出量全体に

占める割合や排出量の実態、把握の難易度などを考慮して、二酸化炭素のみを対象とします。 

⚫ 二酸化炭素の発生状況を把握する部門は、産業部門と家庭部門、業務その他部門、運輸部門、廃棄

物部門、工業プロセス部門とします。 

 

（２）環境基本条例に定める基本理念 

⚫ 桑名・員弁地域では、２市２町において策定した「環境基本条例」に基づき環境に向けた様々な取

り組みを展開しています。環境基本条例に位置づけた「基本理念（第３条）」は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

第 3 条 良好な環境の保全と改善は、自治と協働の精神をもって、全ての者の参加と、環境の恵みを平等に

分かち合うための公平な役割分担の下に行われなければならない。 

2 良好な環境の保全と改善は、天然資源の有限性及び自然環境の復元能力の限界性をよく認識し、持続的発

展が可能な環境への負荷の少ない資源節約・循環型社会が構築されるように行われなければならない。 

3 良好な環境の保全と改善は、真に豊かな文化と歴史ある環境及び安全に安心して暮らせる生活と福祉の

環境を確保し、将来の世代に維持継承されるように行われなければならない。 

4 良好な環境の保全と改善は、微妙な均衡の下に成立する生態系の中で多様な野生動植物が共に生きてい

ることを深く自覚し、人と自然の共生が実現されるように行われなければならない。 

5 地球環境保全は、健康で文化的な生活を将来にわたって確保する上での緊急の課題であり、わたしたちの

営みが国際的な相互依存関係にあることを認識し、国際的な環境管理に準じて推進されなければならない。 

環
境
基
本
条
例
（
抜
粋
） 
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（参考）三重県都市計画区域マスタープラン－北勢圏域将来都市構造図 
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よる地域活 
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３．桑名・員弁広域環境基本計画の施策体系 

⚫ 広域環境基本計画では地球環境のこと、暮らしのこと、自然のことを、みんなで考え、守っていく

ために、目標とする将来像、４つの基本方針と、その実現のための施策を設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

桑
員
に
生
き
る
み
ん
な
の
力
を
つ
な
げ
て 

未
来
の
地
球
も 

ま
ち
も 

自
然
も 

守
り
育
む
地
域
づ
く
り 

４つの基本方針 目標 

安心・快適なまちづくり 

まちとして安心、快適に暮らせる環境を整えながら、一

人ひとりもごみになるものを減らしながら、みんなで暮

らしを守っていきます。 

暮らしを 

まもる 
■実現したい未来の姿 

・変化する自然環境に対応しており安心して暮らせる 

・リサイクル等が進みごみになるものが減っている など 

脱炭素の社会づくり 

2050 年度のカーボンニュートラルの実現を目指して、効

率的なエネルギーの活用や脱炭素化を進めて、みんなで

地球を守っていきます。 

地球を 

まもる 
■実現したい未来の姿 

・みんなができることを行い脱炭素化が実現している 

・再生可能エネルギーが当たり前に使われている  など 

共生する地域づくり 

地域の豊かなみどりやみずの自然環境を保全し、そこに

多様な生態系が育まれるよう取り組みながら、みんなで

地域の自然を守っていきます。 

自然を 

まもる 
■実現したい未来の姿 

・みどりとみずの豊かな自然環境が保全されている 

・自然環境に支えられ、多くの生き物が生息している など 

パートナーシップの仕組みづくり 

暮らす人、働く人、訪れる人など地域のみんなが、環境

のことに関心をもち、行動できるように、地域のみんな

で守る仕組みをつくります。 

みんなで 

まもる 
■実現したい未来の姿 

・環境のことを、色々な場所で学べる 

・住民･事業者･行政が連携して行動する仕組みがある など 
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指標１ 

二酸化炭素の 

排出量を削減する 

2050 年の脱炭素化の実現

に向けて、2013 年の二酸

化炭素排出量に対し、以

下の目標を設定。 

【2030 年】 47％削減 

【2050 年】100％削減 

指標２ 

ごみの排出量を削減する 

住民、事業者との連携を

通じて、1 人 1 日あたり

のごみの排出量を可能な

限り減らす。 

【2030 年】636ｇ/ 
    人・日 

【2033 年】さらに 
    減少 

指標３ 

みどり(緑の面積)を 

適切に維持する 

二酸化炭素の吸収源とし

て、地域にある公園、田

畑、林地などの「みど

り」を維持する。 

【2030 年】25,789ha 

【2033 年】将来に 
    渡り維持 

  施策体系 

施策Ⅰ-１ 

創エネ・省エネの 
促進 

施策Ⅰ-２ 

環境に配慮した 
行動への転換促進 

取り組み❶ 再生可能エネルギー設備の導入を推進する 

取り組み❷ 創エネ・省エネにより脱炭素化を推進する 

取り組み❸ 環境にやさしい日常生活、経済活動への転換を促す 

取り組み❹ 環境に配慮した交通体系への転換を促す 

施策Ⅱ-１ 

安心・快適な暮らし 
を支える環境の形成 

施策Ⅱ-２ 

ごみを適正に処理 
する仕組みの形成 

取り組み❶ 暮らしを取り巻く環境変化を監視し適切に対応する 

取り組み❷ 衛生的で自然災害の不安のない住環境を形成する 

取り組み❸ ごみとなるものを減らす 

取り組み❹ ごみを適正に処理する 

施策Ⅲ-１ 

魅力的で質の高い 
自然環境の保全 

施策Ⅲ-２ 

人と生き物が共生 
する生態系の保全 

取り組み❶ 身近な「みどり・みず」の空間を創出する 

取り組み❷ 農地や林地を適正に保全する 

取り組み❸ 在来の自然生態系を守り育む 

取り組み❹ 人と生き物が共生できる環境をつくる 

施策Ⅳ-１ 

環境学習の充実 

施策Ⅳ-２ 

環境保全活動に参加 
しやすい環境づくり 

取り組み❶ 環境に関する情報をまとめ発信する 

取り組み❷ 環境学習が受けられる機会を増やす 

取り組み❸ 住民・事業者・団体等の積極的活動を支援する 

取り組み❹ 民間の力を発揮しやすい官民連携体制を構築する 

評価指標 
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Ⅱ 対応すべき課題 
 

 

 

⚫ 地球温暖化や生物多様性の保全などの環境に関する問題への対応は、国際的な課題として各国が

連携して取り組んでいくことが求められています。 

⚫ ２市２町は住民や事業者に最も身近な自治体として、わが国や三重県の進む方向性を踏まえなが

ら、環境問題に取り組んでいくことが必要です。 

⚫ 地球規模での国際的な課題を大きく整理すると、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題❶ 地球温暖化の緩和と気候変動への適応 

⚫ JCCCA（全国地球温暖化防止活動推進セン

ター）による地球の気温の将来予測では、

2081 年～2100 年で最大で 5.7℃上昇する

とされています。 

⚫ 地球温暖化に伴う気温上昇や極端な降水状

況（大雨、渇水等）などの気候変動が生じ

ている中で、地球温暖化の緩和に向けた取

り組みと、進み続ける気候変動に適応する

ための取り組みが求められています。 

課題❷ 生物多様性の保全 

⚫ 生物多様性とは「多様な生きものが多様な

環境に豊かに生息している“状態”」を示し

ており、①生態系の多様性、②種の多様

性、③遺伝子の多様性から成り立ちます。 

⚫ 山と海、森と川など、野生生物が生息する

環境のつながり（生態系ネットワーク）を

確保するための取り組みが求められていま

す。 

■2100 年までの世界平均気温の変化予測（1950～2100年・観測と予測） 

■生態系ネットワーク（みえ生物多様性推進プラン（第３期）） 
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課題❸ 海洋プラスチックごみの対策 

⚫ マイクロプラスチック（5mm 以下の微細なプラスチックごみ）による海洋汚染など、プラスチッ

クごみ問題や、過剰生産による食品ロス問題などに対して、ごみを減らす、適切に処理するための

ごみ問題への対応が重要となっています。 

⚫ わが国では、３R の推進によるごみとなるものの減量等を含めた様々な取り組みが進んでいます。 

■2016 年時点と 50 年後の 

 海洋表層マイクロプラス 

 チック重量濃度分布 

（環境白書・循環型社会白

書・生物多様性白書より） 

課題❹ 持続可能な開発目標（SDGs）の推進 

⚫ SDGs（Sustainable Development Goals、

持続可能な開発目標）は、2030 年までに

持続可能でより良い世界を目指す国際目標

であり、17 のゴール、169 のターゲットか

ら構成されています。 

⚫ わが国も国際社会の一員として積極的に取

り組んでおり、住民や事業者にとって最も

身近な基礎自治体としての対応が求められ

ます。 

■SDGs（持続可能な開発目標） 

課題❺ エネルギー価格高騰や感染拡大等の予測不能な事態への対応 

⚫ 国際情勢の変化に伴うエネルギー価格の高

騰や、新型コロナウイルス感染拡大に伴う

ライフスタイルの変化を受けて、再生可能

エネルギーの活用や、家庭での光熱費抑制

の動き等が進んでいます。 

⚫ 中部管内でも、国のエネルギー政策に伴う

変動はあるものの、長期的には電力価格、

ガソリン価格等のエネルギー価格の高騰が

進んでいます。 0

5
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35

40

45

（円/kWh）
特別高圧 高圧 電灯 電力

■電力料金の推移（中部管内の場合） 

※消費税及び再生可能エネルギー発電促進賦課金は含まない単価となっております。 
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２．東員町を取り巻く環境 

⚫ 東員町を取り巻く脱炭素化や地球温暖化、廃棄物処理等の諸課題を整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題❽ 再エネ、省エネ設備等の導入促進の必要性 

⚫ 日々の暮らしや生産活動の脱炭素化に向けて

は、再生可能エネルギーへの切替や、省エネ

ルギー設備の導入等が効果的ですが、例えば

町内の戸建住宅のうち太陽光発電を導入して

いる住宅は 12％程度にとどまっています。 

⚫ 再エネ、省エネ設備の導入は年々増加傾向に

あるため、この増加傾向を継続し環境性能の

高い住宅、建物を普及していくことが求めら

れます。 

課題❻ 脱炭素化に向けたに温室効果ガス排出量削減の必要性 

⚫ 東員町の二酸化炭素排出量は、コロナ禍前の

2019 年以前は、2016 年から業務部門を中心に

微増傾向にありましたが、コロナ禍の影響等

から 2020 年には減少しています。 

⚫ 長期的にみると、業務部門は増加傾向にある

一方で、家庭部門、運輸部門は減少傾向を示

しているため、とくに事業者との連携を図り

ながら、環境負荷の少ない形での生産活動等

を求めていくことが期待されます。 

課題❼ リサイクル等を通じたごみとなるものを減らす取り組みの必要性 

⚫ 東員町からのごみの焼却量は、長期的には年

間 6～7 千トンと横ばいですが、2016 年～

2019 年にかけては増加傾向が続いています。 

⚫ 東員町では、資源ごみストックヤードやリサ

イクルボックスの設置、資源ごみ収集団体へ

の助成金交付など、リサイクルの取り組みを

進めており、これらの取り組みを中心とし

て、住民や事業者からのごみの削減を進めて

いくことが求められます。 
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課題⓫ 広域的な交通環境の充実に伴う自動車増加への対応の必要性 

⚫ 東海環状自動車道の整備とともに、東員町や

いなべ市の企業立地が進んでおり、今後の企

業誘致も進んでいくと予想されます。 

⚫ 町内の移動に自動車に依存する住民も多く、

通勤時間帯には道路混雑も見られます。 

⚫ 家庭、業務、物流など様々な場面での自動車

への依存が高い中で、地域公共交通の利用促

進や次世代自動車への転換促進など、自動車

からの温室効果ガス排出量の抑制に取り組む

ことが求められます。 

 

課題❿ 少子化・高齢化に伴う人口構造の変化への対応の必要性 

⚫ 東員町の人口は 2000 年より緩やかな減少に転

じており、将来推計でも減少傾向は続き、高

齢化率は４割に近づく予想となっています。 

⚫ 人口構造の変化とともに、ライフスタイルの

変化や家庭での時間の増加等から、家庭から

の環境負荷が増える可能性があり、住民とと

もに家庭での環境配慮行動を促進していくこ

とが求められます。 

 

課題❾ まちの活況と脱炭素化の両立の必要性 

⚫ 東海環状自動車道の開通等を受けて工場等が

操業を開始するなど、産業等の町内総生産額

は増加傾向にあります。一方で、町内総生産

あたりのエネルギー消費量はほぼ横ばいであ

り、経済の活況が二酸化炭素排出量の増加に

直結している状況と考えられます。 

⚫ 業務部門の排出量抑制に向けて、環境負荷の

少ない生産活動を推進する取り組みが求めら

れます。 

一般国道 475 号 

交通量 6,060 台/12h 

大型車混入率 31.6％ 

県道 桑名東員線 

交通量 15,436 台/12h 

大型車混入率 6.2％ 

一般国道 421 号 

交通量 14,750 台/12h 

大型車混入率 6.9％ 

■東員町 町内総生産とエネルギー消費量 

■東員町 道路交通センサス交通量（令和３年） 
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Ⅲ 東員町の取り組み 
 

 

１．これまでの主な取り組み 

東員町では、生ごみの堆肥化や廃食用油のリサイクル事業など、資源リサイクルの取り組みを、NPO

団体や町民、事業者等とともに進めてきました。また、不要となったものを必要な人に譲るリサイクル

バンクの仕組みをつくることや、資源ごみストックヤードを運用するなど、町民がリサイクル活動に取

り組みやすい環境を整えてきました。 

また、町内に立地する事業者と連携し、森林教育、環境学習等を行うなど、官民連携による環境の取

り組みを進めてきました。 

令和４年９月には「東員町ゼロカーボンシティ宣言」を行い、これまでのリサイクル活動や環境学習

等の取り組みを継続しつつ、東員町らしい自然環境を支える取り組みを進めていきます。 

 

①生ごみ堆肥化事業 

⚫ 町民の自主的な参加で「ごみゼロ社会の実現をめ

ざして」のミッションを基に、行政、町民、ＮＰＯ

法人が協働で、ごみ減量の取り組みをツールに高

齢者の生活支援、安否確認を兼ねて、３Ｒの推進、

地球温暖化防止、行政コストの削減、持続可能な循

環型社会を目指した活動として「ＮＰＯ法人 生

ごみリサイクル思考の会」による生ごみ堆肥化事

業を行っています。 

 

②廃食用油のリサイクル事業 

⚫ 町民、行政、事業者が協力をしながら、ごみの分別

と減量化を図り、地域資源として「ごみゼロ・循環

型社会」の構築をめざすことを目的に、廃食用油を

回収し再資源化しています。 

 

 

③民間による森林教育、環境学習の機会の提供 

⚫ TOYOTIRE㈱ 桑名工場による「TOYOTIREs 緑

のつながり・三重」の森林教育、環境学習等が行わ

れています。東員町の豊かな自然を活かした民間

主導での環境教育と連動した取り組みを展開して

います。 
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２．現状を踏まえた課題 

⚫ 平成 26 年度「桑名・員弁広域環境基本計画」に基づく４つの基本目標に対して、東員町のこれま

での取り組みを踏まえた課題を以下に整理します。 

 

環境づくりの基本目標 東員町の課題 

基本目標❶ 

地球環境に配慮した、 

資源やエネルギーが 

大切にされる循環型 

社会の地域づくり 

⚫ 環境負荷の少ない低炭素、循環型のまちを目指し、省資源・省エネルギー

の推進や再生可能エネルギーの啓発を進めることが求められます。 

⚫ 生活や事業者の活動等から発生するごみ問題の改善に向けて、適正なご

み収集・処理体制の確保を図るとともに、町民等によるごみの適正排出、

分別、減量等を進めるための支援、啓発の取り組みが求められます。 

⚫ 町民のリサイクル意識の向上等を図るため、ストックヤードを拠点とし

た資源ごみ収集の継続的な展開を図ることが求められます。 

基本目標❷ 

豊かな自然が守られた、 

水と緑と人が共生する 

魅力ある地域づくり 

⚫ 耕作放棄地の再利用を図り、地域の農業環境を維持していくため、効率

的かつ安定的で持続可能な農業経営の実現や、フードマイレージを意識

した農産品の地産地消を推進していく取り組みが求められます。 

⚫ 生態系の多様性、野生生物の種の保存や、森林、農地、水辺地等の多様な

自然環境の保全を図るための取り組みが求められます。 

基本目標❸ 

安らぎの空間のなかで、 

安心・快適に暮らせる 

地域づくり 

⚫ 東員町の環境を維持しながら、持続的で魅力的な居住環境を形成してい

くため、都市機能の適正立地や住宅地の形成、公園・緑地・河川の整備や

維持管理を計画的に進めることが求められます。 

⚫ 移動することが困難な人を増やさず、環境に配慮した交通体系が実現で

きるように、既存の公共交通を維持しながら、新たな移動手段の活用も

含めて、地域公共交通計画と連動した取り組みが求められます。 

⚫ 風水害等による災害被害の変化を踏まえて、発災時に最悪の事態を回避

できるよう、平時からの対策を計画し、実行していくことが求められま

す。 

基本目標❹ 

協働でつくる、 

人と環境にやさしい 

地域づくり 

⚫ 「TOYOTIRES 緑のつながり・三重」など、事業者による森林整備活動

として取り組まれる民間主導型の環境教育を支援し、広く展開していく

取り組みが求められます。 

⚫ 地域の環境活動に取り組む町民等の登録制度や、環境教育等を推進する

指導者の育成、取り組みの情報発信の場の提供など、地域性を考慮した

環境教育を推進できる体制を整えることが求められます。 
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３．二酸化炭素排出量の推移と将来目標 

（１）二酸化炭素排出量の推移 

⚫ 東員町の二酸化炭素排出量は、2013 年度から

2019 年度にかけて約 30 万 t-CO2 で横ばいに推

移していましたが、2020 年度には約 27 万 t-CO2

と減少しました。 

⚫ 産業部門の排出量は 2013 年度から 2019 年度に

かけて増加傾向にありましたが、2020 年度に減

少に転じました。 

⚫ 産業部門と廃棄物部門以外の部門は概ね減少傾

向にあります。 

⚫ 部門別の割合をみると産業部門が約 64％、運輸部門が約 13％、家庭部門が約 11％を占めていま

す。 

 
■二酸化炭素排出量の推移 

 

 
■部門別の二酸化炭素排出量の変化率（2013 年度を 100 とする） 
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（２）二酸化炭素排出量の増減要因 

⚫ 二酸化炭素排出量の増減要因は以下のとおりです。 
 

部門 増減要因 

産業部門 

⚫ 製造品出荷額が 2016 年度から 2019 年

度まで増加傾向にありましたが、2020

年度に大きく減少しています。 

⚫ 製造業の活動規模の増減が主な排出量

の増減要因と考えられます。 

 

家庭部門 

⚫ 世帯数が増加する一方で、世帯あたり

エネルギー消費量は減少傾向にあるこ

とから、節電や高性能の家電製品への

買い替え等により、エネルギー消費量

が減少したためと考えられます。 

 

業務その他 

部門 

⚫ 業務その他部門のエネルギー消費量は

増減を繰り返しながらおおむね減少傾

向にあります。 

⚫ 電力排出係数は減少を続けていること

から、エネルギー消費量の現象よりも

電力排出係数の現象によるところが大

きいと考えられます。  

運輸部門 

⚫ 自動車保有台数は横ばいで推移してい

るのに対して、自動車 1 台あたりのエ

ネルギー消費量が減少を続けているこ

とから、低燃費車や次世代自動車の普

及が進んだことが減少要因と考えられ

ます。 

 

廃棄物部門 

⚫ 2020 年度にプラスチックごみの焼却量

が増加しています。 

⚫ RDF 発電から廃棄物の焼却に処理方法を

変更したことが増減要因の１つと考え

られます。 

 

工業プロセス

部門 

⚫ 化学工業の事業所からの排出であり、

排出量が減少傾向にあることから、製

造量の減少によるものと考えられま

す。 

⚫ 2015 年度は、当該事業所が出典である

算定報告公表制度の対象外となってい

るため排出量がゼロとなります。  
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（３）排出量の削減ポテンシャル 

⚫ 二酸化炭素排出量の削減目標を設定するにあたり、BAU（現状すう勢）ケースと対策実施ケース

の 2 つのケースを想定して、2030 年度の二酸化炭素排出量を将来推計しました。 

⚫ BAU ケースの 2030 年度における二酸化炭素排出量は約 31.7 万 t-CO2 となり、2013 年度比で

2.4％の増加となることが予測されます。 

⚫ 対策実施ケースの 2030 年度における二酸化炭素排出量は約 20.5 万 t-CO2となり、2013 年度比で

33.8％の減少となることが予測されます。 

⚫ 全体として、町内で行われる仕事や生活の活動規模の変化が少ない傾向にあったことから BAU ケ

ースでは微減傾向となり、対策実施ケースではさらなる減少が期待されます。 

 

将来推計のケース 内容 

❶ BAU ケース 

 排出量の削減に関する技術の進展や製品の普及、節電や省エネ等の取り組みを行わない

ことを想定したケース。 

 二酸化炭素排出量の推移や、人口・世帯数や製造品出荷額などの各部門の活動規模を表す

指標のトレンド分析や将来予測値を踏まえて将来の排出量を推計する。（三重県と概ね同

様の手法を採用） 

❷ 対策実施ケース 

 排出量の削減に関する技術の進展や製品の普及、節電や省エネ等の取り組みによる削減

効果を考慮したケース。 

 国と三重県による削減に向けた取り組みによる本市への波及効果を、国・県の削減効果を

その取り組みに関する活動規模を表す指標の市と国・県の比率で按分する形で推計し、

BAU ケースの推計結果に反映する。（国や県と同程度の水準で各取り組みを推進することが前提） 

 
■将来排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国と県の取り組みによって東員町に波及する削減効果のみを考慮した場合の 2030 年度の排出量  
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❶BAU ケース（これまでの傾向が続いた場合） 

 2013 年→2030 年  2.4％増加 

 2020 年→2030 年  18.2％増加（参考） 

❷対策実施ケース（取り組みを推進した場合） 

 2013 年→2030 年   33.8％減少 

 2020 年→2030 年   23.6％減少（参考） 

（参考）対策実施ケースの部門別将来排出量 （t-CO2） 

2013年 2030年

産業 188,651 169,891 -9.9%

家庭 39,112 7,630 -80.5%

業務その他 27,318 5,857 -78.6%

運輸 45,034 13,935 -69.1%

廃棄物 4,422 3,373 -23.7%

工業プロセス 4,681 3,999 -14.6%

合計 309,218 204,684 -33.8%

排出量 2013年度比
増加率
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（４）二酸化炭素排出量の削減目標 

⚫ 二酸化炭素排出量の削減目標を三重県と同様の 2030 年度に 2013 年度比で 47％削減※とするため

には、国と県による対策実施ケースに対して、さらに町独自の取り組みで 4.1 万 t-CO2 の削減が

必要となります。 

⚫ 既に再生可能エネルギーの導入や省エネ設備の導入の導入などの網羅的な取り組みについては、

国・県の対策で考慮されていますが、それらの取り組みに追加の対策を行うことで県の削減目標

に近づけることができると考えます。 

⚫ 排出削減の余地が大きい産業部門について、再生可能エネルギーの導入や事業者の削減に向けた

取り組みを促す対策を行うことが重要であると考えられます。 

※東員町では地域の個別計画として「東員町ゼロカーボン実現計画」を策定し、さらに野心的な目標 

 として 2030 年度に 2013 年度比で 50％削減することを目指しています。 

 
■将来排出量と削減目標 

 

※国と県の取り組みによって東員町に波及する削減効果のみを考慮した場合の 2030 年度の排出量 

 

東員町で考えられる追加の施策 内容 

製造業における再生可能エネルギー

の導入推進 

工場等への太陽光発電の導入の促進、再生可能エネルギー由来の電力調達の促

進に向けて補助等の支援を強力に実施する。 

三重県の地球温暖化対策計画書制度

を活用した取り組みの支援 

三重県の地球温暖化計画書制度の対象事業所の計画書における目標値やエネ

ルギー消費量、二酸化炭素排出量の傾向などを踏まえて、事業所の状況に合わ

せた情報提供等の支援を行う。 

環境優良事業者の認定制度の創設に

よる自主的な取り組みの促進 

脱炭素をはじめとした環境問題に関する取り組みを行う町内事業者の登録制

度を設け、自主的な取り組みを促す。 

また、特に脱炭素化に優れた取り組みを行う事業所に対して、優良事業者とし

ての認定や表彰などを行い、他事業者への取り組みの周知を図る。 

町の事業の入札などにおいての優遇等を行う。 
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県の温室効果ガス

削減目標

2013年度比

-47.0%

三重県 温室効果ガス削減目標 

対 2013 年比 47％削減を設定した場合 
 

市独自の対策を講じて、 

さらに 4.1 万 t-CO2の削減を目指す 



 

16 
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Ⅳ アクションプランの具体的施策 
 

 

⚫ 本アクションプランは、桑名・員弁広域環境基本計画の実現に向けた、東員町における具体的施策

を位置づけ、着実な業務遂行を図るものです。 

⚫ 以下に示す桑名・員弁広域環境基本計画に位置づけた４つの基本方針に紐づく施策及び具体的な

取り組みについて、次頁よりまとめます。 

 

方針Ⅰ 地球をまもる 脱炭素の社会づくり 
 

施策 取り組み 

Ⅰ-１ 

創エネ・省エネの促進 

①再生可能エネルギー設備の導入を推進する 

②創エネ・省エネにより脱炭素化を推進する 

Ⅰ-２ 

環境に配慮した行動への転換促進 

③環境にやさしい日常生活、経済活動への転換を促す 

④環境に配慮した交通体系への転換を促す 

 

方針Ⅱ 暮らしをまもる 安心・快適なまちづくり 
 

施策 取り組み 

Ⅱ-１ 

安心・快適な暮らしを支える環境の

形成 

①暮らしを取り巻く環境変化を監視し適切に対応する 

②衛生的で自然災害の不安のない住環境を形成する 

Ⅱ-２ 

ごみを適正に処理する仕組みの形成 

③ごみとなるものを減らす 

④ごみを適正に処理する 

 

方針Ⅲ 自然をまもる 共生する地域づくり 
 

施策 取り組み 

Ⅲ-１ 

魅力的で質の高い自然環境の保全 

①身近な「みどり・みず」の空間を創出する 

②農地や林地を適正に保全する 

Ⅲ-２ 

人と生き物が共生する生態系の保全 

③在来の自然生態系を守り育む 

④人と生き物が共生できる環境をつくる 

 

方針Ⅳ みんなでまもる パートナーシップの仕組みづくり 
 

施策 取り組み 

Ⅳ-１ 

環境学習の充実 

①環境に関する情報をまとめ発信する 

②環境学習が受けられる機会を増やす 

Ⅳ-２ 

環境保全活動に参加しやすい環境づ

くり 

③住民・事業者・団体等の積極的活動を支援する 

④民間の力を発揮しやすい官民連携体制を構築する 
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方針Ⅰ 地球をまもる 脱炭素の社会づくり 
 

 

 

施策Ⅰ-１ 創エネ・省エネの促進 
 

取り組み① 再生可能エネルギー設備の導入を推進する 

⚫ 2050 年の脱炭素化、2030 年までの対 2013 年比での 47％削減目標を達成するためには、住宅や建物、

公共施設などで使用するエネルギーを、可能な限り再生可能エネルギーに転換し、発電等に伴う温室効

果ガス排出を減らしていくことが重要となります。 

⚫ 再生可能エネルギー設備の導入を段階的に進めていくため、公共施設の屋根や空きスペース等を活用

し、太陽光、風力など再生可能エネルギー発電設備の設置を検討します。 

⚫ 太陽光発電設備を設置する町民に補助金を交付するほか、県が進める住宅向け太陽光発電設備の共同

設置等に関する情報発信や、申請手続きの支援等を行います。 

⚫ 既に太陽光発電等の導入を進めている公共施設、民間施設、住宅等について、発電力の自家消費を中心

にエネルギーの自給自足を推進します。 

❶ 公共施設での再生可能エネルギー発電設備の導入検討  

❷ 住宅向け設備設置補助金の交付及び県共同購入事業に関する情報発信・支援  

❸ 既存施設整備によるエネルギーの自給自足の推進  

❹ 町民、事業者への導入促進に向けた情報発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 公共施設への再エネ発電設備の設置施設数 0 施設 施設数の増加を目指す 

② 太陽光発電設備導入補助の申請数 0 件 申請数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 三重県太陽光発電設備等の共同購入について 

三重県の取り組む、太陽光発電設備や蓄電池

の購入を希望する家庭や事業者に対する補

助事業です。 

一括発注によるスケールメリットを活かし

て価格を抑えることで、太陽光発電設備等の

普及拡大を図る事業となっています。 
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取り組み② 創エネ・省エネにより脱炭素化を推進する 

⚫ 行政による先導的な創エネ・省エネの取り組みを推進するため、東員町地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）等に基づく取り組みを推進するとともに、時代に合わせて適宜見直していきます。 

⚫ その第一段階として、公共施設での省エネ化に向けて、照明器具の LED 化やエネルギー効率の高い公

用車等の導入を積極的に進めるとともに、公共施設の閉庁時の空調停止や照明の間引きなどの取り組

みを行います。 

⚫ 住宅や事業所等における脱炭素化を推進するため、古い家電を省エネ家電に換えることや、使用する電

力を化石燃料由来から、再生可能エネルギー由来に切り替えること、環境性能の高い住宅（ZEH 住宅等）

を検討することなどのメリット等の情報発信を行います。 

❶ 公共施設での省エネ設備の導入  

❷ 閉庁時の空調停止、照明間引き  

❸ 町民向け省エネ家電製品購入促進  

❹ 創エネ・省エネ設備導入、環境由来エネルギー切替に関する情報発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 公共施設での二酸化炭素排出量 2,436t-CO2 排出量の削減を目指す 

 

Column 省エネ家電について Column ＺＥＨ（Net Zero Energy House）について 

家電の省エネ性能は年々向上しており、古い家電の

買い替えはエネルギー消費量の抑制になります。 

家電の省エネ性能は「統一省エネラベル」で分かり

やすく表示されています。2022 年度からは、多段

階評価等の考え方を加えた新しいラベルに更新され

ました。 

太陽光発電による電力創出・省エネルギー設備の導

入・外皮の高断熱利用などにより、生活で消費する

エネルギーよりも生み出すエネルギーが多い住宅を

ZEH 住宅と呼びます。 
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施策Ⅰ-２ 環境に配慮した行動への転換促進 
 

取り組み③ 環境にやさしい日常生活、経済活動への転換を促す 

⚫ 脱炭素化の推進については、町民や事業者、行政など、地域で活動する全ての人や組織・団体が、それ

ぞれの活動の中で、環境に配慮した行動を意識し、実践することが重要です。 

⚫ 家庭でできる環境配慮行動や、省エネ等による経済面での効果等を周知し、自発的な環境配慮行動に繋

がるよう、情報発信を行います。 

⚫ 国や県の進める環境配慮行動の促進に向けた事業や運動（例：環境省 デコ活等）について最新の情報

を収集し、町民や事業者の日常生活や経済活動の転換を促すための情報発信を行います。 

❶ 町民向け広報・情報発信  

❷ 国や県の環境配慮行動の事業や運動等の最新情報の収集と情報発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 町民・事業者向けの情報発信実施数 2 件 実施数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 環境省 デコ活 

環境省では、2050 年カ

ーボンニュートラル及び

2030 年度削減目標の実

現に向けた、国民・消費

者の行動変容、ライフス

タイル変革を後押しする

ための新しい国民運動

「デコ活」を展開してい

ます。 

脱炭素につながる将来の

豊かな暮らしの全体像や

絵姿が示されています。 
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取り組み④ 環境に配慮した交通体系への転換を促す 

⚫ 町民の移動手段として運行するコミュニティバスについて、将来にわたり継続し、利用促進を図るため

の維持、拡充に取り組みます。また、自家用車から公共交通への転換を促し、環境にやさしい交通体系

の実現を図るため、鉄道やバスなど公共交通の利用促進に向けた情報を発信します。 

⚫ 自家用車を利用する際の温室効果ガス排出量を抑制するために、EV 充電設備の設置や次世代自動車の

購入等に関する国、県の補助事業に関する情報発信を行います。 

⚫ エコドライブに関する情報を発信します。 

⚫ 県が進める共同住宅、従業員駐車場等での EV充電設備設置等の補助制度に関する情報発信を行います。 

❶ 地域公共交通の維持・拡充（コミュニティバスの維持、公共交通の利用促進など）  

❷ 公共施設へのＥＶ充電設備の設置促進  

❸ 共同住宅等でのＥＶ充電設備導入支援  

❹ 環境にやさしい交通への転換に関する情報発信（公共交通利用促進、エコドライブ奨励など）  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

② コミュニティバスの利用者数 74,515 人 利用者数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

Column 次世代自動車の種別 

次世代自動車には様々な種別があり、大きく

EV（電気自動車）や HEV・PHEV(ハイブリ

ット車)、FCEV（水素等燃料電池車）の領域

に分けられます。町内の次世代自動車の多く

は HEV（ハイブリッド車）であり、EV 等の

国内普及率はごく小さい状況です。 
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方針Ⅱ 暮らしをまもる 安心・快適なまちづくり 
 

 

 

施策Ⅱ-１ 安心・快適な暮らしを支える環境の形成 
 

取り組み① 暮らしを取り巻く環境変化を監視し適切に対応する 

⚫ 町民の安全・安心で快適な暮らしには、水や空気等の自然環境や騒音、振動等の生活環境が適切な形で

維持され、問題が生じた場合には迅速に対応していくことが必要となります。 

⚫ 町の技術基準に基づく特定施設等に対して、水質汚濁物質の排出状況や、振動・騒音の発生状況につい

て、制度に基づく適正な届出を促します。 

⚫ 町民等からの通報を受けて実施している工場・事務所の定期巡回について継続するとともに、違反等が

認められる場合には適正な指導を行います。 

⚫ 員弁川等の水質調査地点について、継続的に調査を実施します。 

⚫ 道路、工場等の騒音、振動等の環境問題の生じる箇所を中心に監視・測定を行います。 

⚫ 事業者の経済活動等において、大気、水質、騒音、振動等の監視・測定において異常が生じた場合に適

正な指導を行います。 

❶ 特定施設の届出の適正な運用（水質、振動、騒音に関する届出）  

❷ 通報のあった工場・事務所の定期巡回  

❸ 水質状況調査（河川、用水路）  

❹ 騒音、振動の監視・測定  

❺ 公害防止等に関する事業者への指導の実施  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 員弁川等の水質基準を達成した地点割合 100% 達成率 100％を目指す 
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取り組み② 衛生的で自然災害の不安のない住環境を形成する 

⚫ 地球温暖化が進む中で、近年、全国各地で強い台風や集中豪雨などの異常気象が観測されており、これ

による自然災害が発生しています。自然災害への不安なく、衛生的に暮らすことのできる住環境を確保

していくことが求められています。 

⚫ 公共下水道の整備を継続的に進めるとともに、下水道の老朽化への効率的な対応を図ります。 

⚫ 住環境の適正な維持のため、空き家・空き地バンクの活用による民間利用の促進を図ります。 

❶ 公共下水道の整備及び維持  

❷ 空き家・空き地の解消に向けた取り組みの実施  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 公共下水道の普及率（人口割） 99.3% 普及率の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 放置空き家がもたらす被害について 

放置された空き家が

増えることは、老朽

化による東海や景観

の悪化、放火による

火災、治安の悪化な

どが考えられます。 

また、環境面では老

朽施設の廃棄時のご

みの発生や、空き家

に野生生物が住み着

くこと等の問題があ

ります。 

（NPO 法人 空家・

空地管理センター） 
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施策Ⅱ-２ ごみを適正に処理する仕組みの形成 
 

取り組み③ ごみとなるものを減らす 

⚫ リデュース、リユース、リサイクルの３Ｒの推進に向けて、リサイクルの推進イベントの開催や、小学

校や自治会、事業者等への３Ｒの呼びかけなど、啓発活動や情報発信を継続して実施します。 

⚫ 行政職員は、積極的に３Ｒの取り組みを実践し、その取り組み実績や実施効果について情報発信を行い

ます。 

⚫ 使用済み食用植物油の再利用に向けた分別回収の推進、給食の調理時に発生する端材や給食残飯の効

率的な回収、堆肥化の実現など、食品からのごみを減らす取り組みを進めます。 

⚫ ごみの分別の周知に向けたハンドブック冊子の配布などの取り組みを継続しながら、分別方法の変更

等に合わせた改定等を行います。 

❶ リサイクル推進の啓発・イベント案内  

❷ 廃食油の分別回収（再利用）  

❸ 給食残飯の堆肥化  

❹ ごみ分別に関する情報発信  

❺ ３Ｒに関する情報発信（小学生・自治会・事業者等への情報発信、行政の率先行動など）  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 町民１人あたりごみ排出量 （集計中） 排出量の減少を目指す 

② 生ごみ堆肥化容器設置補助の申請件数 22 件 補助件数の増加を目指す 

 

Column 東員町「ごみの出し方ハンドブック」について 

東員町では「ごみの出し方ハンドブ

ック」を各世帯に配布し、資源・ご

みの処理・活用のしかたや、適切な

出し方等を周知しています。 
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取り組み④ ごみを適正に処理する 

⚫ 自治会等の各種団体が取り組む資源ごみの回収活動に対して、集団資源回収団体登録制度、資源ごみ収

集団体育成助成金等を通じた支援を継続します。 

⚫ 資源ごみストックヤードの管理・運営を継続しながら、効率的な管理運営について検討を進めます。 

⚫ 多様な廃棄物を効率的に収集、運搬するために、民間委託を継続しながら、より効率的な方法等につい

て検討します。 

⚫ また、土砂、がれき類の最終処分場の管理・運営を継続するとともに、効率的な管理運営について検討

を進めます。 

❶ 集団資源回収団体登録制度等による支援  

❷ 収集・運搬業務の民間委託  

❸ ごみ処理施設の設置・管理・運営  

❹ 東員町最終処理場の管理・運営  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 集団資源回収団体の登録数 47 団体 団体数の維持を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 廃棄物の分類について（産業廃棄物と一般廃棄物） 

廃棄物（ごみ）は、「産業廃棄

物」と「一般廃棄物」の２種

類に区分されています。 

産業廃棄物は、燃え殻や汚

泥、廃油、廃プラスチック、

金属くず、がれき、畜産農業

の動物のふん尿など、20 種類

の区分があり、それぞれの適

正な処理が求められます。 

出典：九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会ホームぺージより 
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方針Ⅲ 自然をまもる 共生する地域づくり 
 

 

 

施策Ⅲ-１ 魅力的で質の高い自然環境の保全 
 

取り組み① 身近な「みどり・みず」の空間を創出する 

⚫ 町民にとっての身近なみどり・みずの空間としての街区公園、ため池公園、農村公園などの既存公園に

ついて、整備・活用を推進します。 

⚫ 員弁川、戸上川、藤川など、町内を流れる河川や水路について、水辺空間としての保全や活用に向けた

改修等を検討します。 

⚫ 中部公園などの大規模な都市公園について、適正な整備、維持管理を推進します。 

❶ 既存公園の整備・活用  

❷ 水辺空間の保全・改修  

❸ 都市公園の適正な維持管理  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 中部公園の来場者数 125,340 人 来場者数の維持を目指す 

② 町民１人あたり公園面積 14.9 人/ha １人当たり面積の維持を目指す 

 

 

 

 

 

 

Column 東員町の公園・緑地 

東員町には大小様々な公園が 50 箇所整備されており、桑名・員弁の４市町の中でも公園の充実したまちです。 

東員町中部公園は、年間約 12 万人（2022 年度時点）の訪れる町内最大の公園であり、アスレチックや遊具、パ

ークゴルフ、バーベキュー施設など、多様なアクティビティが楽しめます。 

なお、2023 年度において総合公園・街区公園の 36 箇所を対象とした「東員町公園施設長寿命化計画」が策定さ

れ、今後、公園施設の整備・改修が進んでいきます。 
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取り組み② 農地や林地を適正に保全する 

⚫ 東員町では、水稲中心の農業が行われていますが、農業従事者の高齢化や担い手不足などから、健全な

農業経営による農地の保全に向けた取り組みが求められます。 

⚫ 耕作放棄地の実態や将来の活用可能性を把握するため、耕作放棄地の地主への調査を実施し、耕作放棄

地の対応について検討します。 

⚫ 行政による県内木材を使用した備品等の購入、利用を推進します。 

⚫ 民間団体、事業者等が自主的に取り組む森林保全活動の実績について、情報発信を行います。 

❶ 耕作放棄地の地主への利活用意向調査  

❷ 県内木材使用備品の利用  

❸ 森林活動保全の実績の発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 利用意向調査の実施数 1 回/年 定期的な調査を目指す 

② 森林保全活動実績の情報発信数 1 回 実施数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 転作田を利用したコスモス畑の取り組み 

町内の転作田等を活用し、毎年 10 月上旬～

下旬に見頃を迎えるコスモス畑を作付けし

ており、見ごろの時期には、多くの住民や

観光客が集まります。 

作付けは地域の認定農業者の団体である

「東員町農業振興部会」や、町の農福連携

協定を結んでいる就労継続支援 A 型事業所

「シグマファームとういん」が行っていま

す。 

 

作付け風景（2023 年 8 月） 



 

28 

 

 

 

 

 

 

施策Ⅲ-２ 人と生き物が共生する生態系の保全 
 

取り組み③ 在来の自然生態系を守り育む 

⚫ 環境ボランティア等の地域団体による保護活動や景観整備に対する支援を継続しながら、生物多様性

の保全に資する取り組みを進めます。 

⚫ 町内の豊かな自然に生きる希少動植物の調査・保護活動を継続的に実施します。 

⚫ ブラックバス等の特定外来生物について、飼育・栽培・輸送の禁止等の周知や、駆除に関する情報発信

を行います。 

⚫ 三重県の進める「みえ生物多様性パートナーシップ協定」について、町内事業者に対する情報発信を進

め、生物多様性保全に繋がる活動に協力的な事業者の登録を支援します。 

❶ 地域団体による保護活動及び景観整備の実施  

❷ 希少動植物の調査・保護  

❸ 外来種の知識、駆除等に関する情報発信  

❹ みえ生物多様性パートナーシップ協定の推進  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 特定外来生物に関する情報発信件数 0 件 件数の増加を目指す 

 
 

Column みえ生物多様性パートナーシップ協定 

三重県では、生物多様性保全活

動団体の活動の支援に向けて、

生物多様性保全活動団体と企業

等とのマッチングを進め、その

活動を強化する仕組みとして、

「みえ生物多様性パートナーシ

ップ協定」が実施されていま

す。 

令和３年時点では、桑名・員弁

地域の市町に所在する２事業者

が登録しています。 
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取り組み④ 人と生き物が共生できる環境をつくる 

⚫ 飼い主のいない猫の TNR（Trap 捕獲、Neuter 不妊手術、Return 帰す）事業を継続的に取り組み、地域

猫等の繁殖を適切に管理します。 

⚫ 行政、民間が連携し、有害鳥獣の適切な捕獲・駆除を行います。 

⚫ 飼い主に対する 1 年 1 回の狂犬病予防接種の適正な実施について、町内での集合注射や市委託動物病

院等に関する情報発信を行います。 

❶ ＴＮＲ事業の実施  

❷ 有害鳥獣駆除の取り組みの実施  

❺ 狂犬病予防接種の適正実施  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① ＴＮＲ事業による対応頭数 21 匹 対応頭数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

Column ＴＮＲ事業について 

飼い主のいない猫を減らす取り組みであり、東員町も地域猫

の取り組みに協力しています。 
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方針Ⅳ みんなでまもる パートナーシップの仕組みづくり 
 

 

 

施策Ⅳ-１ 環境学習の充実 
 

取り組み① 環境に関する情報をまとめ発信する 

⚫ 環境配慮行動等に関する情報発信について、ホームぺージ、広報誌等の町広報メディアや、協力体制に

ある民間団体等とともに情報発信を行います。 

⚫ 環境学習や環境イベントへの積極的な参加を促すため、興味・関心を高める情報発信の手法を検討し、

実践していきます。 

❶ 環境に関する情報発信  

❷ 環境学習、イベント等の情報発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 環境関連情報、環境学習等の情報発信件数 （集計中） 件数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

Column リサイクルバンクについて 

「ごみの減量と資源の保護」を目的に、家庭で不用となった品物を再利用するため、必要な方への橋渡しを

行うリサイクルバンクの取り組みを行っています。 

リサイクルバンクに登録された品物の情報を、町役場、総合文化センター、笹尾連絡所、子育て支援センタ

ーに掲示することで、欲しい人と譲りたい人とのマッチングを行っています。 
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取り組み② 環境学習が受けられる機会を増やす 

⚫ 小中学校を対象とした環境出前講座を継続的に実施するとともに、興味関心を持ちやすい教育方法に

ついて検討を進めます。 

⚫ 民間ボランティア団体と連携した出前講座の開催など、様々な年齢層に対する環境学習の機会を提供

します。 

⚫ 資源ごみストックヤード等の環境関連施設の見学会の受け入れを継続して実施します。 

⚫ 町内に立地する事業者が実施する環境学習等のイベントの周知や連携した取り組みを検討します。 

⚫ 町主催の環境学習イベント等について、学習の場としての民間用地の使用に関する連携等の体制を構

築します。 

❶ 環境出前講座の実施（小中学校）  

❷ 自然教室の開催（義務教育以外）  

❸ 施設見学会の受入  

❹ 民間イベントへの参加・連携  

❺ 町主催イベント時の用地提供協力  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 小中学校等の環境出前講座の実施回数 3 回 実施数の増加を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Column 企業の森を活用した森林教育 

TOYOTIRE㈱桑名工場では、森林をフィールドに企業の森活動に取り

組まれており、従業員の継続した活動によって、森林整備や遊歩道が設

けられています。 

近隣の城山小学校では、令和 3 年

度より企業の森「TOYOTIRES 緑

のつながり・三重」で森林教育を

行っています。 

 

令和 3 年   県森林出前授業 

令和 4・5 年 みえ森交付金 

       出前授業 

Column 小中学校での環境出前講座 

三重県環境学習情報センターの講

師による環境出前講座などを行っ

ています。 
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施策Ⅳ-２ 環境保全活動に参加しやすい環境づくり 
 

取り組み③ 住民・事業者・団体等の積極的活動を支援する 

⚫ 町内で行なわれる美化清掃活動の支援に向けて、ごみ袋の無償提供を継続して実施するとともに、制度

の活用に向けた情報発信を行います。 

⚫ 生ごみ堆肥化の推進に取り組む NPO 団体への支援を継続しながら、広く町民への周知を図るための連

携体制を構築します。 

⚫ 町民や事業者等の自主的な環境保全活動について、広く町民等に周知するための情報発信の仕組みを

検討します。 

❶ 美化清掃活動へのごみ袋の無償提供  

❷ 生ごみ堆肥化に関する NPO 団体の支援  

❸ 民間による積極的活動に関する情報発信  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 美化清掃活動のごみ袋提供団体数 37 件 提供数の維持を目指す 

② NPO 団体の生ごみ処理量 99t  

 

 

 

取り組み④ 民間の力を発揮しやすい官民連携体制を構築する 

⚫ 環境保全等に資する取り組みを進める事業者との包括協定の締結を推進し、民間が町内で活動しやす

い体制の構築を推進します。 

⚫ ４市町が連携し策定する広域計画に基づき、市町間での情報交換や環境学習等での他市町住民の受け

入れ等、広域連携に基づく取り組みを検討します。 

❶ 環境に関する包括協定に基づく取り組みの推進  

❷ 広域計画に基づく市町間連携の強化  

 

■当面の進捗目標 

進捗管理指標 現状値（2022 年） 目指す方向性 

① 環境に関する包括協定の締結事業者・学校数 0 件 件数の増加を目指す 
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Ⅴ アクションプランの推進体制 
 

 

１．計画推進の仕組み 

⚫ 広域環境基本計画の実効性を高め、計画を着実に推進していくため、住民、事業者、団体及び行政

等の各主体が、協力・連携を図りながら、各主体の環境保全活動を促進するとともに、各主体間の

環境に関する情報の交換や人的交流、連携した行動・事業の実施等を進めていきます。 

⚫ ２市２町は、それぞれの市町の条例において、年次報告として「桑名・員弁広域連合及び地域自治

体と協働し、毎年、環境の状況並びに環境の保全と改善に関して講じた施策及び講じようとする

施策を明らかにした報告書を作成し、公表しなければならない。」と定めています。 

⚫ 条例に基づく上記の年次報告については、２市２町のアクションプランに位置づけた進捗管理の

ための指標をもとに、毎年２市２町の環境審議会等において報告し、その結果をもって桑名・員弁

広域連合事務局の点検を行い、住民への公表をすることで進めていきます。 

⚫ 計画全体については、２市２町の年次報告を踏まえて、概ね５年後の中間見直しに併せて計画の

評価指標に基づき、桑名・員弁広域連合としての評価を行います。 

⚫ 具体的な進行管理の仕組みは、以下のとおりとします。 
 

（１）計画全体の進行管理 

⚫ 広域環境基本計画の全般にわたる計画進捗状況の管理については、桑名・員弁広域連合が事務局

となって管理を行うものであり、２市２町から報告を受けた計画の進捗状況を取りまとめ、住民

に公表するとともに、桑名・員弁広域連合議会へ状況報告を行う事とします。 

⚫ 計画期間は、令和６年度から令和 15 年度までの 10 年間とし、概ね 5 年間を基本に中間見直しを

行います。ただし、国や県の 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、地球温暖化対策実行

計画(区域施策編)に関連する脱炭素化の取り組みに関しては、令和 12 年度（2030 年度）での検証

を行うものとします。 

⚫ ただし、環境問題や社会情勢等の変化を踏まえた計画の見直しが生じた場合、桑名・員弁広域連合

の事務局及び２市２町で検討し、状況に応じて柔軟な対応を図っていくこととします。 
 

（２）２市２町のアクションプランの進行管理 

⚫ 広域環境基本計画の実現に向けて位置づけた２市２町のアクションプランの管理については、２

市２町が主体となり管理を行うものです。 

⚫ ２市２町のアクションプランに位置づけた施策進捗管理目標及び取り組みの進捗状況を取りまと

め、２市２町において、住民・事業者・団体等の代表及び有識者で構成される環境審議会へ報告す

るとともに、桑名・員弁広域連合事務局へ報告するものとします。 

⚫ ２市２町のアクションプランの計画期間は、最長で計画全体の中間見直し（概ね 5 年後）までに

見直すことを基本としますが、２市２町での取り組みの進捗状況や新たな取り組みの実施、地域

情勢の変化等を受けて、２市２町のアクションプランの見直しが生じた場合、２市２町の事務局

で検討し、環境審議会に報告の上で、状況に応じて柔軟な対応を図っていくこととします。 
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２．計画の進行管理の流れ 

⚫ 計画全体及び２市２町のアクションプランの進行管理の流れは、以下のとおりです。 

⚫ 計画全体は、概ね 5 年を目途に「計画・見直し」を行うものとし、実施・点検については、２市２

町のアクションプランにおける毎年の実施・点検の報告を受けて行うものとします。 

⚫ ２市２町では、２市２町のアクションプランに位置付けた取り組みを「実施」し、年次報告に基づ

く「点検」を行いながら、必要に応じて「改善」を行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画・ 

見直し 

● 計画の策定・見直し 

● 実施・点検を踏まえた、見通し・課題の整理・分析 

● 状況に応じた見直し 

概ね５年を目途に見直し（脱炭素化視点で 2030年に見直し予定） 

実施・ 

点検 
● 計画及び施策の取り組みを、住民・事業者・団体・行政等の主体が連携しながら実施 

● ２市２町の状況報告を広域連合事務局で点検 

● 構成自治体協議会、広域連合議会への報告 

● 住民に公表 

【個別】アクションプラン 

【全体】桑名・員弁広域環境基本計画 

改善 

実施 点検 

● ２市２町のアクションプラン

に基づく取り組みを実施 

● ２市２町の住民、事業者、団

体などとの協力・連携 
毎年 

実施 

改善が必要な場合 

● 進捗管理の指標の取得と状況報

告の整理 

● ２市２町の環境審議会への報告 

● 広域連合事務局への報告 

● 住民への報告 

※進捗管理の指標、取り組み実施の状況等を踏まえて検討 

● 各取り組みの進捗状況の把握 

● 状況に応じた見直し 

毎年の年次報告を踏まえ、必要に応じて適宜見直し 
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